
�愛媛県規則第２号
愛媛県漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県漁港管理条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第８８号

）の一部を次のように改正する。

第３条第４号中「及び四類感染症」を「、四類感染症及び

五類感染症」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

�愛媛県告示第５１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、土居町長から次のとおり字を廃止する旨の届出があ

った。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大字畑野の区域内の小字を全部廃止する。

大字浦山の区域内の小字を全部廃止する。

大字上野の区域内にある地番のうち乙及び丙の付くものに

係る小字は廃止する。
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�愛媛県告示第５２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

、医療機関を次のように指定した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

に し だ 歯 科 医療法人
に し だ 歯 科

喜多郡長浜町大字長浜
甲６２７番地

平成１５年
１２月１日

旭川荘南愛媛病
院

社会福祉法人
旭 川 荘

北宇和郡広見町永野市
１６０７番地

平成１５年
１２月１日

広瀬クリニック 廣 瀬 正 典 今治市拝志３番１号 平成１６年
１月１日

ふじえだファミ
リークリニック

医療法人周水舎
ふじえだファミ
リークリニック

伊予三島市中曽根町下
秋則５０７４

平成１５年
１１月２２日

港南歯科クリニ
ック

医療法人
港南歯科クリニ
ック

伊予市米湊１４９０番１ 平成１５年
１２月１日

医療法人
かざはやクリニ
ック

医療法人
かざはやクリニ
ック

北条市中西内６１８番地 平成１５年
１２月１日
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�愛媛県告示第５４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

指定した医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図

るための研修を指定した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター 理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第５６号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所の業務に関する知識の習

得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター 理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

医 療 機 関 の 名 称 開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称
所 在 地 変 更 年 月 日

旧 新

医療法人社団久和会立花外
科病院

医療法人社団久和会立花病
院 医療法人社団久和会 新居浜市喜光地町一丁目１３

番２９号 平成１５年１２月１日

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
廃 止
年 月 日

に し だ 歯 科 西 田 唯 志 喜多郡長浜町大字長浜
甲６２７番地

平成１５年
１２月１日

鳥 生 医 院 阿 部 定 則 今治市北鳥生町四丁目
４０３－１

平成１５年
１２月１日

藤 枝 小 児 科 医療法人
藤 枝 小 児 科

伊予三島市中央二丁目
３番８号

平成１５年
１１月２２日

港南歯科クリニ
ック

医療法人
港南歯科クリニ
ック

伊予市米湊５９１番地 平成１５年
１２月１日

かざはやクリニ
ック 土井内 純 治 北条市中西内６１８番地 平成１５年

１２月１日

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１６年２月２９日（日） 松山市市坪西町５５１番地
愛媛県武道館

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１６年２月２９日（日） 松山市市坪西町５５１番地
愛媛県武道館
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４ 受講料

４，５００円

�愛媛県告示第５７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

西条地方局産業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業

経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

西条地方局産業経済部商工労政課並びに東予市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業

経済部商工労政課並び東予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレッシュバリュー新
居浜店

新居浜市寿町１２番地
７０

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成１５年

１２月２８日
平成１５年
１２月２４日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時３０分から
午前０時３０分まで

午前８時３０分から
午前０時３０分まで

駐車場の収容台数 １７０台 １３３台 平成１６年
１月５日

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

バリュー市場東予店 東予市周布３４１番地
１

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後９時４５分

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１０時

平成１５年
１２月２８日

平成１５年
１２月２４日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時４０分から
午後１０時まで

午前８時３０分から
午後１０時３０分まで
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イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

今治地方局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業

経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレッシュバリュー今
治本町店

今治市本町六丁目７８
２番地１

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前９時３０分 午前９時 平成１５年

１２月２８日
平成１５年
１２月２４日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時から
午後１０時３０分まで

午前８時３０分から
午後１０時３０分まで

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

洋服の青山 ダイソー
＆アオヤマ１００円プラ
ザ松山衣山店

松山市美沢一丁目６７
６番１外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後８時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後９時

平成１５年
１２月２３日

平成１５年
１２月２２日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時３０分から
午後８時３０分まで

午前８時３０分から
午後９時３０分まで

フレッシュバリュー松
山店

松山市高岡町２９７番
地

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成１５年

１２月２８日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時３０分から
午後１０時まで

午前８時３０分から
午後１０時３０分まで

マルナカ立花店 松山市中村五丁目４２
７番１外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後１０時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１１時

平成１６年
２月２３日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時４０分から
午後１０時２０分まで

午前８時４０分から
午後１１時２０分まで
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２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

松山地方局産業経済部商工労政課並びに伊予市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに伊予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレッシュバリュー伊
予店

伊予市下吾川９２９番
１０外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成１５年

１２月２８日
平成１５年
１２月２２日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時３０分から
午前０時３０分まで

午前８時３０分から
午前０時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の
数 ４箇所 ６箇所

マルナカ高岡店 松山市高岡町９７番１
外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後１０時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１１時

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時４０分から
午後１０時２０分まで

午前８時４０分から
午後１１時２０分まで

マルナカ清住店 松山市清住二丁目１０
５５番地１外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後１０時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１１時

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時４０分から
午後１０時２０分まで

午前８時４０分から
午後１１時２０分まで
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松山地方局産業経済部商工労政課並びに北条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに北条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

八幡浜地方局産業経済部商工労政課並びに大洲市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産

業経済部商工労政課並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見及

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ北条店 北条市下難波字御領
田甲２２７番８外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時

閉店時刻
午後１０時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１１時

平成１６年
２月２３日

平成１５年
１２月２２日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時４０分から
午後１０時２０分まで

午前８時４０分から
午後１１時２０分まで

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレッシュバリュー大
洲店

大洲市若宮字ソウサ
ン５０４番地外

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成１５年

１２月２８日
平成１５年
１２月２２日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時３０分から
午後１０時３０分まで

午前８時３０分から
午後１０時３０分まで

駐車場の出入口の数 １か所 ２か所
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�愛媛県告示第６５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、小田町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・桑原地区）の施行

に平成１６年１月７日同意した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、松前町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・永田地区）の施行

に平成１６年１月７日同意した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、保内町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・琴平地区）の施行

に平成１６年１月７日同意した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８号
美川村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・有枝中通地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・有枝中通地区）計画書の写し

� 美川村営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１月９日から２月１６日まで

３ 縦覧場所

美川村役場

�������
�愛媛県告示第６９号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補

償法（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要

件に適合すると認めるので、同条第５項において準用する同

法第１０５条の２第４項の規定に基づき、次のとおり公示する

。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終

了した旨の通知があった。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（精密測地網高度基準点測量）

２ 作業期間 平成１５年７月１日から

平成１５年１０月１０日まで

３ 作業地域 宇和島市

北宇和郡日吉村、津島町

南宇和郡内海村

び同条第２項の規定により述べられた意見の概要は、次のとおりである。

これらの意見は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において

告示の日から１月間縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

区 域 区 分

宇和島区域（宇和島漁
業協同組合の地区）

総トン数１０トン以上２０トン未満の漁船によ
り、まき網を使用して営む漁業

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地 法第８条第１項の規定により市町村から
聴取した意見の概要

法第８条第２項の規定により述べられた
意見の概要

ホームセンターコーナン
松山三津浜店

松山市大可賀三丁目６７０
番１１外

生活環境保持の見地からの意見はなし。 ・来店車両が店舗に円滑に入・出庫するた
めの対策を講じること。
・店舗周辺地域における交通安全対策に配
慮すること。
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�愛媛県告示第７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 北条玉川線
北条市庄府字大佐古甲６２１番３から

同市庄府字北谷３１７番２まで

旧 ５．５～１１．５ ０．０４３

新 ５．５～１５．４ ０．０４１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 北条玉川線
北条市庄府字大佐古甲６２１番３から

同市庄府字北谷３１７番２まで
平成１６年１月１６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 広見吉田線
北宇和郡三間町大字金銅８３番から

同大字３０番１まで

旧 ７．０～１０．０ ０．３１５

新 １１．６～１７．０ ０．３１５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広見吉田線
北宇和郡三間町大字金銅８３番から

同大字３０番１まで
平成１６年１月１６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡城辺町緑乙３５１９番から

同町緑乙１３９６番２まで

旧 ５．２～９．８
１１．５～１５．０

１．３００
１．２３２

新 １１．５～１５．０ １．２３２

��������������
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�愛媛県告示第７６号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第１項の

規定により、次のとおり土地区画整理組合の事業計画の変更

を認可した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 土地区画整理組合の名称、事務所の所在地及び設立認可

の年月日

� 土地区画整理組合の名称

重信町田窪土地区画整理組合

� 事務所の所在地

重信町大字見奈良５３０番地１（重信町役場内）

� 設立認可の年月日

平成１３年３月２７日

２ 変更認可の年月日

平成１６年１月１６日

�������
�愛媛県告示第７７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項におい

て準用する同法第２０条第２項の規定に基づき、野村都市計画

用途地域の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁にお

いて公衆の縦覧に供する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、今治広域都市計画下水道事業今治市・波方町公共

下水道（波方町施行）の事業計画の変更を次のように認可し

た。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和６１年１２月２６日から

平成２２年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

なし

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第８０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

川之江市妻鳥町字葛ヶ内８９９番９及び９０５番９並びに８

９９番９地先水路及び９０５番９地先水路

２ 申請人の住所氏名

�愛媛県告示第７８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５西局建（開）第２６号

平成１５年１２月２５日
西条市古川字中条甲１４８番４０並びに同市古川字中條甲１４８番４２

西条市喜多川７７番地
三崎不動産開発商事
三 崎 和 美

１５松局建（開）第２５号

平成１５年１２月２５日
温泉郡重信町大字田窪字水木１６５８番５

温泉郡重信町大字田窪１６５８番地２
渡 部 純

１５松局伊土検（開）第３９号

平成１５年１２月２６日
伊予郡松前町大字北川原字大割７５４番２

伊予郡松前町大字北川原７０７番地
川 本 初 子

１５松局伊土検（開）第４０号

平成１５年１２月２６日
伊予郡松前町大字北川原字大割７５４番３

伊予郡松前町大字北川原７０７番地６
川 本 晋 也

１５松局建（開）第２６号

平成１６年１月５日
温泉郡重信町大字樋口字横田甲２５８番

松山市畑寺四丁目９番４４号
山 川 徹
山 川 る み

１５松局伊土検（開）第４１号

平成１６年１月６日
伊予郡松前町大字恵久美字師匠田８０３番５

伊予郡松前町大字浜８８７番地３
城 戸 一 男
城 戸 晶 子

１５松局伊土検（開）第４２号

平成１６年１月６日
伊予市下吾川字柳５６番３

伊予市下吾川２０１０番地１
竹 田 文 代

��������������
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川之江市川之江町２８９３番地１

富士住宅産業株式会社

代表取締役 白石 豊信

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第８１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

八幡浜市大字大平１番耕地７９４番地５

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市大字大平１番耕地７９４番地２

宇都宮 康

八幡浜市大字大平１番耕地７９４番地２

宇都宮 康子

八幡浜市八代一丁目１番２号

昭栄不動産商事

代表者 魚海 浩昭

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第８２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

東宇和郡宇和町大字加茂５６番１、５７番、５８番、５８番２、

５９番、６０番１、６６番及び６６番２

２ 申請人の住所氏名

東宇和郡宇和町大字坂戸６８３番地

有限会社宇都宮物産

代表取締役 宇都宮 貞男

３ 図面省略

公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第２号
原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則の

一部を改正する規則を次のように定める。

平成１６年１月１６日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規

則の一部を改正する規則

原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則（

平成４年愛媛県公安委員会規則第１３号）の一部を次のように

改正する。

様式第１号注２中「日本工業規格Ｂ列５番」を「日本工業

規格Ａ４」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第８３号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３

項の規定により告示する。

平成１６年１月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県公営企業告示第１号
次のとおり落札者を決定した。

平成１６年１月１６日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

松第
３４号

松山市高井町７６５ 相 原 政 明 松山市高井町７６５ 平成１５年１２月１５日

松第
７４号

松山市末広町１１番３ 大 西 レイ子 松山市末広町１１番３ 平成１５年１２月１５日

公営企業告示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

人工心肺システム 一式
（県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１５年１２月１９日
株式会社カワニシ四
国支店
愛媛県伊予郡砥部町
重光２４１番地３

６３，４７２，５００円 一般競争入札 平成１５年１１月７日

人工心肺システム 一式
（県立今治病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１５年１２月１９日
株式会社カワニシ四
国支店
愛媛県伊予郡砥部町
重光２４１番地３

５８，４４３，０００円 一般競争入札 平成１５年１１月７日
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雑 報

�公 告

平成１５年度行政書士試験合格者の公示について

行政書士法（昭和２６年法律第４号）第４条第１項の規定に

より愛媛県知事から財団法人行政書士試験研究センターに委

任された行政書士試験の合格者を次のとおり公示する。

平成１６年１月１６日

財団法人行政書士試験研究センター

理事長 池ノ内 祐 司

正 誤

�正 誤

平成１５年１２月１９日付け第１５１９号外１別冊（政治団体等の収

支報告書の要旨）中

人工心肺システム 一式
（県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１５年１２月１９日
株式会社カワニシ四
国支店
愛媛県伊予郡砥部町
重光２４１番地３

４８，３００，０００円 一般競争入札 平成１５年１１月７日

ページ 箇 所 誤 正

１１３ 右列上から２
行目 伊予三島市 松山市

受 験 番 号 受 験 番 号 受 験 番 号 受 験 番 号

３８１００１１ ３８１０１５３ ３８１０４４４ ３８１０６７８

３８１００２１ ３８１０２５０ ３８１０４８７

３８１００３１ ３８１０３１１ ３８１０５０７

３８１００６４ ３８１０３８４ ３８１０５５２
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